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トピック 1
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変動性再生可能エネルギーの大量導入時の課題

2

• エネルギー安全保障の強化に向けて、再生可能エネルギーへの期待が高まっている。

• その中でも変動性再エネ (VRE)の発電コストは低下しているものの、統合コストを
含めた電力システム全体コストの低減が急務 である。

自然条件(日射、風況 )による
出力予測の不確実性

立地場所の地理的制約自然条件による出力変動

出力予測誤差に対応する需給
調整コスト
(バランシングコスト )

系統設備の増強や新設コスト
など
(グリッド関連コスト )

発電と需要パターンの時間的
不一致により生じる追加コスト
(プロファイルコスト )

変動性再生可能エネルギーの特徴とそれに応じて電力システム全体に生じる統合コスト

予測
実績

* [1]を参考に作成
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電力システムコストの定義

3

• 電源単体のコスト指標である LCOEに、電力システム全体に生じる統合コストを加えた
もの (LCOE + 統合コスト )を電力システムコストと定義する。 (OECD/NEA等[2]-[4]参考)

• 電力・エネルギー政策においては、統合コストを含めた 電力システムコストの低減
が重要となる。

変動性再生可能エネルギーの特徴とそれに応じて電力システム全体に生じるコスト

[出所]OECD/NEA[3][4]を基に加筆

従来のLCOEで考慮
統合コストで考慮

LCOE相当

統合コスト 電
力
シ
ス
テ
ム
コ
ス
ト

電力システムの最適化により
長期的には減少

[出所]Ueckerdt  et al.  [1]を基に加筆

炭素税などの

社会的費用は範囲外
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本報告における電力システムコスト評価

4

• 諸外国の評価事例では、電力システムコストは条件依存性が高く、推計値にも不確実性
があるため、 電源毎の固定的なコスト評価には限界 があると指摘されている  [5][6]。

• 本報告では、技術選択モデルによって 電力システム全体のコスト総額 を評価し、
複数シナリオの比較により、 VRE導入段階に応じた有効なコスト低減策を明らかにする。

本分析で考慮した統合コストの項目 (黒字: 考慮 灰字: 未考慮)
プロファイルコスト バランシングコスト

グリッド関連コスト

バックアップに必要な
火力発電の設備維持
コスト

出力制御に伴うコスト

蓄電池の追加導入に関わるコスト
蓄電池の充放電損失
水素貯蔵設備の導入コスト

地域間連系線の増強コスト (地域内送配電線の増強・新設コスト ) (変電設備の増強・新設コスト )

(火力発電の低出力待機に関わる
 コスト )

(火力発電の出力追従運転
 に関わる効率低下コスト )(火力発電の起動停止に関わるコスト )

(火力発電の部分負荷運転に関わるコスト )

(電力供給未達時のペナルティーコスト )

• 統合コストの各コスト項目は分類が重複する場合がある。上記黒字以外のコスト項目で明記のないものは全て未考慮とした。
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本報告におけるケース設定

5

2050 年までにカーボンニュートラルを達成する前提とするベースケースに加え、
需要側の柔軟性向上や供給側対策を代表する 4種類のケースを設定した。

概要

追加対策なし
(ベース )

需要側・供給側の追加対策は導入しない。

DR導入(EV)
EVの26%がデマンドレスポンス（ DR）に参加可能。
（ ENTSO-Eの分散型シナリオを参考  [7]）

蓄電池
低コスト化

蓄電池の技術開発促進などによるコスト低下を想定。

ベース : 3.38万円/kWh (NREL: midケース [8])

蓄電池低コスト化 : 1.29万円/kWh (IEA: NZEシナリオ [9])

原子力拡大

既設原子力の最大限の延長および計画されている新設の最大限稼働を仮定。

ベース : 27GW (1980年代に運開した設備は 2050年まで残存 )

原子力拡大:  41GW（再稼働した設備は全て 2050年に残存・計画中の新設も含む）

全対策 DR（ EV）・蓄電池コスト低下・原子力拡大がすべて実現するケース
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本報告における排出量制約の考え方

6

本報告では、 VREが大量導入された際の電力システムコストの低減効果を評価するため、
2050 年のCN達成を制約条件としており、前発表やエネ研 Outlook の2050 年シナリオとは
CO2排出量に関わる前提が大きく異なる。

【 レファレンスシナリオ 】
現在までのエネルギー・環境政策等を背景とし、これま
での趨勢的な変化が継続。
※政策・技術等の現状固定を意味するものではない。

【 技術進展シナリオ 】
エネルギー安定供給の確保を前提としてエネルギー需給
構造の改革を進める。先進的な技術の導入やそれを進め
る政策が期待される。

時間→

↑低炭素技術導入量
*再エネ・高効率機器等

カーボン
ニュートラル

★

現在

趨勢延長

技術進展、
政策努力を
積み上げ

シナリオの特性 2050 年までにカーボンニュートラルを
達成することを前提
CO2排出量制約
2040 年:70.5% 減(2013 年比), 2050 年:ネットゼロ

本報告の位置づけ
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VRE25% VRE51% VRE75% 再エネ100%

(VRE80%)

[兆
円
/年

]

地域間連系線増強費用

出力制御

蓄電池損失

水素貯蔵設備

蓄電池の追加導入コスト

火力のバックアップコスト

LCOE(VRE)

LCOE(VRE以外)

VRE比率に応じた電力システムコスト (ベースケース )

7

• 追加的なコスト低減対策を施さないベースケースにおいて、コスト最小となる VRE比率
は51% となった。

• VRE比率が一定水準を超えると、化石燃料費の削減効果を上回って、 統合コストや
追加的なVRE導入コストが増大 する。

発電電力量に占める VRE比率に応じた 2050 年の電力システムコスト (ベースケース )[兆円/年]

• 電力システムコストが最小となる VRE比率は電力システムの柔軟性や燃料費などの前提条件により異なる 。
• 再エネ 100%の火力のバックアップコストはバイオマス・グリーン水素由来の水素火力によるもの。
• 再エネ 100%のグリーン水素由来の水素火力は LCOE(VRE以外)に計上している。

化石燃料費の増大

VRE導入コスト
統合コストの増大 地域間連系線

増強費用

蓄電池
火力のバックアップ

LCOE(VRE)

LCOE(VRE以外)

コスト最小点



IE
E
J
 ©

 2
0

26
IE

E
J
 ©

 2
0

26

2050 年の電力需給（時間別の運用イメージ）

8

• 全国のVRE比率が51% の場合、好天日には VRE出力の3～4割程度が出力制御されている。

• 一方、数日規模の VRE低出力期間への対応には、長時間蓄電に加え、 バックアップ火力 を
含む調整力確保が必要となるため、統合コストが増大する。

時間別出力（九州 /沖縄エリア・ベースケース VRE比率51% ・ 2050 年5月)

出力制御

蓄電
他地域送電

蓄電池放電
火力発電

好天 曇天・無風期間

風力
太陽光

電力需要
(赤線)
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追加対策なし

(ベース)

DR導入

(EV)

蓄電池

低コスト化

原子力拡大 全対策

容
量
[G
W
]

EV(DR)

蓄電池

火力

揚水

各ケースにおける 2050 年のLFC調整力

9

• 長期間の低VRE出力リスクを考慮したコスト最小化条件の下では、 DRの導入や
蓄電池のコスト低減が進展した場合においても、需給バランスの短周期変動を調整する
LFC調整力の供出は主に火力発電が占める 。

LFC調整力（ 2050 年時点のストックより推計） [GW]

火力

揚水

蓄電池

(EV蓄電池)

• 火力発電はCCS付ガス火力、アンモニア火力、水素火力、バイオマス火力の合計値を示す。

DRの導入や蓄電池のコスト低減が進展した場合でも
調整力の供出は主に火力発電
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(ベース)

DR導入

(EV)

蓄電池

低コスト化

原子力拡大 全対策

[兆
円
/年

]
2050 年の電力システムコスト低減効果 (VRE51%)

10

• ベースケースの最適比率である VRE比率51% において、原子力発電の活用などを
行った場合、 化石燃料依存度の低減により電力システムコストの低減に貢献する。

• EVによる DRや蓄電池の低コスト化が実現した場合には、火力のバックアップコストや
出力制御のコストなどの 統合コストの低減 に資する。

2050 年の電力システムコスト低減効果 (VRE比率51% ・ベースケース比 )[兆円/年]

化石燃料
依存度低減

統合コスト低減

複合効果
による低減
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追加対策なし

（ベース）

DR導入

(EV)

蓄電池

低コスト化

原子力拡大 全対策 追加対策なし

（ベース）

追加対策なし

（ベース）

DR導入

(EV)

蓄電池

低コスト化

原子力拡大 全対策

VRE25% VRE51% VRE75%

[兆
円

/年
]

2050 年の電力システムコスト低減効果 (VRE25 ・ 75%)

11

• VRE比率が低い段階(VRE25%) では、統合コストよりも化石燃料費の寄与が大きいため、
原子力の活用などによる 化石燃料依存度低減がコスト削減に大きく有効である。
 

• VRE比率が高い段階(VRE75%) では、 蓄電池やDRによる柔軟性向上が有効。
VREの大量導入に備え、長期的視点での技術開発・制度設計が必要となる。

2050 年の電力システムコスト低減効果 (ベースケース比 )[兆円/年]

原子力による
低減効果大
(低VRE比率)

DR・蓄電池による
低減効果大
(高VRE比率)

VRE比率が著しく高い場合
代替される火力発電の
追加的な燃料費削減分が限られる
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政策的示唆

12

• 本分析では、追加対策を実施しないベースケースにおいてコスト最小となる VRE比率は
51% となった。
この水準を超えて VREを導入する場合、統合コストや追加的な VRE導入コストが
増大するが、 有効なコスト低減対策は VRE比率により大きく異なる 。

• エネルギー安全保障強化と電力システムコスト低減を両立するためには、単一技術のみ
を推進するのではなく、 VRE導入段階に応じて重点的に推進する技術を柔軟に変化させ
る段階的な移行戦略が重要となる。

化石燃料費削減効果大 統合コスト削減効果大

VRE比率25％ 51％ 75％

コスト構造の転換点

化石燃料依存度低減 (原子力の運転延長・新設など ）

柔軟性向上（ DR・蓄電池など )

化石燃料費大 統合コスト・ VREコスト大
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・  蓄電設備の追加導入コスト
・  火力発電の低出力待機に

 関わるコスト
・  火力発電の起動停止に

 関わるコスト
・  火力発電の出力追従運転

 に関わる効率低下コスト

統合コストの要素

17

• 電力システムコストに含まれる統合コストは 、以下三種類 に大別される [1]*。
• 各要素に含まれるコスト項目は必ずしも独立ではなく、 分類が重複する場合がある [2]。

バランシングコストグリッド関連コストプロファイルコスト

出力予測誤差に対応する需給
調整コスト

系統設備の増強や新設コスト
など

発電と需要パターンの 時間的
不一致により生じる追加コスト

・  火力発電などの調整可能電源を
 維持するためのコスト
(バックアップコスト )

・  出力制御に伴うコスト
・  蓄電池設備の導入コスト
・  蓄電池の充放電損失
・  火力発電の起動停止に

 関わるコスト
・  火力発電の部分負荷運転に

 関わるコスト

・  送配電線の新設コスト
・  送配電線の増強コスト
・  変電所・変圧器など系統

 設備の増強コスト

• 一部の文献ではCapacity costsを明示的に独立的なコスト項目としている場合があるが [2]、本報告ではプロファイルコストの中に含めるとした。



IE
E
J
 ©

 2
0

26
IE

E
J
 ©

 2
0

26

主要前提条件

18

発電設備資本費

調達価格等算定委員会に準拠[10]。
洋上風力は資材費高騰を考慮し、日本風力発電協会 [11]による 2045年の想定値
である 60万円/kW(離岸距離5 km・水深 10 m想定)を適用。
コストモデルを用いて水深と離岸距離に応じて資本費が増大する想定 [12]。

燃料費
2022年の輸入CIF価格を実績値とし、それ以降は IEA World Energy Outlook 2024の
Net Zero Emissions (NZE) シナリオにおける国際燃料価格のトレンドを基に設定。

地域間連系
増強費用

マスタープランで示されている各連系線の GWあたり単価 を設定 [13][14]。
マスタープランを超える VRE導入ケースも評価対象とするため、本分析では地域間
連系線容量に明示的な上限制約を設けていない。

再エネ
導入量上限

戸建住宅用太陽光: 南向き : 49.0GW, 東向き : 48.6GW, 西向き : 48.6GW [15]

建物設置型太陽光(戸建住宅以外): 建物データに基づき 137.2GW [15]

地上設置型太陽光: 立地規制の影響を受けにくい場所に設置する前提 (52.3GW) [15]

営農型太陽光: 全農業経営体(84万経営体)が電気主任事業者の選任が不要の上限
範囲である 50kWの太陽光を設置する前提 (41.9GW) ([16]を参考 )

陸上風力:立地規制の影響を受けにくい場所に設置する前提 (25.2GW) [15]

洋上風力: 水深毎(15m刻み)での資本費・設備利用率・導入量上限を設定  [12].

* 再エネ導入量上限は森林等に既に設置されたとされる設備をカウントしているため [15]の文献値と一致しない場合がある。



IE
E
J
 ©

 2
0

26
IE

E
J
 ©

 2
0

26

諸外国におけるシステムコスト低減の方策

19

• 電力システムコストの低減には、需要側対策による統合コストの削減に加え、
化石燃料依存度の低減や系統制約の緩和など、複数の手段が考えられる。

• 一方で、各対策が電力システムコストの 低減に寄与する度合い や、その効果が
顕在化する導入段階 について十分明らかになっていない。

対策 事例

需要側対策

DR（商用 EV・産業用機器など )

蓄電池の最適運用
長時間蓄電による需給ギャップ解消

オランダ :Flex-e [17]

米国カリフォルニア :SGIP[18]

米国マサチューセッツ : Connected 

Solutions[19]

英国: LDES[20]

供給側対策

燃料価格変動リスク（主にガス）・
エネルギー安全保障への対応
に向けた 化石燃料依存度低減。

フランス : 

既設原子力の運転延長・新設 [21]

英国: 再エネ・原子力の拡大によ
るガス依存の低減 [22]

系統側対策 連系・送電容量拡張 EU: 広域連系強化[23]
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原子力発電シナリオの考え方

20

運転期間60年を前提とし、 2026 年3月時点での設置変更許可の状況により再稼働時期を設定。
「設置変更許可取得」 : 2030 年 「審査中」 : 2035 年 「未申請」 : 2040 年

ベースケース
1970 年代に運転開始したものは 2040 年まで、 1980 年代に運開したものは 2050 年まで残存。
新設については、現在「建設中」のものが順次実現する想定。

原子力拡大ケース ：
「カウントストップ」を含め、 最大限の既設炉の活用が認められると想定し、再稼働したものは全て
2050 年に残存する。新設については現在建設中および計画中のものを対象として、個別に判断した。

0

10

20

30

40

50

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

設
備
容
量
[G
W
]

ベース

原子力高位

自然エネルギー財団(低位)
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自然エネルギー財団(最大)

JEMA

METI(60年運転仮定)
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本分析における原子力発電の想定と他機関によるシナリオ比較 [GW]([24] -[26]を基に作成 )

原子力拡大

ベース

他機関のシナリオとの差異は、カウントストップの考慮
計画されている原子炉新設の考慮の有無に依る
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参考：「カウントストップ」について

21

✓ 2023 年5月に成立した「 GX脱炭素電源法」（ 2025 年6月施行）により、国内既設炉は福島第一
事故後、再稼働に向けた審査や訴訟による停止など、他律的な要因による運転停止期間の分、
所定の運転期間(最初の運転開始時から 40年もしくは 60年)に加算できることとなった。 (下図)

✓ ただし、運転開始から 30年以降、 10年毎に規制委によって実施される経年化対策のチェックを
クリアできなければ、上記の取り決めとは関係なく運転継続は認められない。

✓ 各炉に対して具体的なカウントストップ対象期間を特定することは困難であることから、
本検討では前ページの通り 一律の想定を置いた。

[出所]資源エネルギー庁 [27]
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